
株式買入における買入対象先選定基本要領

１．趣  旨

 この基本要領は、本行による株式の買入等に関する事務手続の明確化を

図る趣旨から、「株式買入等基本要領」（平成 14 年 10 月 11 日付政委第

122 号別紙１）に定める買入対象先（以下「買入対象先」という。）の選

定を行うために必要な基本的事項を定めるものとする。

２．選定基準

    買入対象先は、次に掲げる要件を満たす先とする。

(1)  本行の当座預金取引の相手方であること

(2)     買入対象先の選定を行う日（以下「選定日」という。）の直前期末

（中間期末を含む。）における銀行等の株式等の保有の制限等に関する

法律（平成 13 年法律第 131 号）第 3条第 1項に規定する株式等の保

有額が基本的項目の額（銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき自己資本

比率の基準を定める件（平成 5 年大蔵省告示第 55 号）に定める基本

的項目の額をいう。）を上回っていること

(3)  証券取引に係る法令違反その他株式買入等基本要領に基づく株式

買入等の適切な運営に支障を来たし得る特段の事情が存在しないこと

３．買入対象先の選定頻度

 買入対象先は、原則として 6か月に 1回の頻度で見直す。

別紙２



４．買入対象先からの除外等

 選定された買入対象先が２．に掲げる基準を満たさなくなった場合には、

買入対象先からの除外等の措置を講ずることができる。


